
平成15年 5月12日平成15年 9月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 株 式 会 社  フ ル キ ャ ス ト 上 場 取 引 所 JQ

コ ー ド 番 号 484 8 本社所在都道府県 東 京 都

（ＵＲＬ ）http://www.fullcast.co.jp

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 平 野 　 岳 史

問合せ先責任者 役 職 名 執 行 役 員 　 経 営 戦 略 本 部 長

氏 名 久 保 　 裕 Ｔ Ｅ Ｌ(      )03 3780－9500

中間決算取締役会開催日 平 成 15年  5月 12日 中間配当制度の有無 有

中 間 配 当 支 払 開 始 日 平 成 15年  6月 10日 単元株制度採用の有無 無       

1. 15年 3月中間期の業績 （平成14年10月 1日～平成15年 3月31日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
    51.815年 3月中間期       11,303          859    38.3         956    42.3

14年 3月中間期        7,448    △9.4         621   △26.2         672   △19.6

      14,814        1,039        1,14914年 9月期

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益

％ 円 銭百万円
         416    69.0       9,550.2015年 3月中間期
         246   △32.8       5,563.9514年 3月中間期

         246       5,605.4714年 9月期

(注 )1.期中平均株式数 15年 3月中間期         43,582株 14年 3月中間期         44,269株
14年 9月期         43,891株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )15年 3月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 円 銭円 銭 円 銭
15年 3月中間期       1,000.00－ 特別配当 円 銭
14年 3月中間期       1,000.00－

14年 9月期 －       2,500.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
      13,375        7,793     58.3    178,038.9115年 3月中間期
      12,404        7,143     57.6    164,112.7614年 3月中間期

14年 9月期       11,743        7,064     60.2    162,602.32

(注 )1.期末発行済株式数 15年 3月中間期         43,774株 14年 3月中間期         43,526株
14年 9月期         43,446株

2.期末自己株式数 15年 3月中間期            900株 14年 3月中間期          1,100株
14年 9月期          1,200株

2. 15年 9月期の業績予想 （平成14年10月 1日～平成15年 9月30日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       21,700       1,760         820      1,500.00      2,500.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )      18,702円89銭

（ 注 ） 上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
　 　 　 上 記 の 予 想 の 前 提 条 件 そ の 他 の 関 連 す る 事 項 に つ い て は 、 添 付 資 料 の ８ ペ ー ジ を 参 照 し て く だ
　 　 　 さ い 。
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１ 中間財務諸表等 

① 中間貸借対照表 

 

  
当中間会計期間末 

(平成15年３月31日) 

前中間会計期間末 

(平成14年３月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成14年９月30日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※１  1,701,059   2,657,847   1,860,572  

２ 受取手形   6,446   542   3,358  

３ 売掛金   3,113,706   2,314,707   2,053,404  

４ 有価証券   897,171   ―   ―  

５ たな卸資産   25,017   41,712   25,995  

６ 短期貸付金   1,338,798   895,166   1,285,974  

７ その他   268,112   655,534   741,989  

貸倒引当金   △59,329   △45,959   △56,865  

流動資産合計   7,290,983 54.5  6,519,551 52.6  5,914,429 50.4 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物 ※１ 661,189   575,430   574,958   

減価償却累計額  142,773 518,416  109,579 465,850  119,853 455,105  

(2) 車両運搬具  15,279   39,687   3,927   

減価償却累計額  4,996 10,282  20,790 18,896  3,276 650  

(3) 工具器具備品  313,479   230,916   251,139   

減価償却累計額  150,938 162,540  86,466 144,450  116,546 134,593  

(4) 土地 ※１  2,343,411   2,343,411   2,343,411  

(5) 建設仮勘定   2,570   ―   ―  

有形固定資産合計   3,037,221 22.7  2,972,609 23.9  2,933,760 25.0 

２ 無形固定資産           

(1) ソフトウェア   460,285   476,930   503,324  

(2) ソフトウェア 
  仮勘定   256,899   195,761   254,915  

(3) 電話加入権   24,808   22,235   22,321  

無形固定資産合計   741,993 5.6  694,927 5.6  780,561 6.6 

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２  983,763   1,174,607   952,865  

(2) 保険積立金   696,043   ―   ―  

(3) その他   644,746   1,100,628   1,176,273  

貸倒引当金   △19,769   △57,837   △14,168  

投資その他の 
資産合計 

  2,304,784 17.2  2,217,399 17.9  2,114,970 18.0 

固定資産合計   6,084,000 45.5  5,884,936 47.4  5,829,293 49.6 

Ⅲ 繰延資産           

１ 社債発行差金   33   66   49  

繰延資産合計   33 0.0  66 0.0  49 0.0 

資産合計   13,375,016 100.0  12,404,553 100.0  11,743,771 100.0 
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当中間会計期間末 

(平成15年３月31日) 

前中間会計期間末 

(平成14年３月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成14年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   52,371   116,310   129,996  

２ 短期借入金 ※１  2,160,000   735,000   1,284,000  

３ １年以内返済予定 
長期借入金 ※１  445,570   476,832   460,584  

４ 未払金   945,997   647,647   423,652  

５ 未払法人税等   552,303   435,000   386,000  

６ 賞与引当金   187,705   139,820   68,566  

７ 新株引受権   3,975   4,356   4,266  

８ その他   514,276   723,548   246,375  

流動負債合計   4,862,198 36.4  3,278,514 26.4  3,003,440 25.5 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   9,900   9,900   9,900  

２ 長期借入金 ※１  361,120   1,444,150   1,213,858  

３ 退職給付引当金   139,449   104,488   117,565  

４ 役員退職慰労引当金   ―   11,024   ―  

５ その他   208,872   413,303   334,587  

固定負債合計   719,342 5.4  1,982,866 16.0  1,675,910 14.3 

負債合計   5,581,541 41.8  5,261,381 42.4  4,679,351 39.8 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金      3,258,900 26.3    

Ⅱ 資本準備金      2,483,414 20.0    

Ⅲ 利益準備金      13,020 0.1    

Ⅳ その他の剰余金           

１ 任意積立金           

(1) 別途積立金     500,000 500,000     

２ 中間(当期)未処分 
  利益      1,359,327     

その他の剰余金合計      1,859,327 15.0    

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金      5,677 0.0    

Ⅵ 自己株式      △477,167 △3.8    

           

Ⅰ 資本金   3,266,100 24.4     3,261,900 27.8 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  2,490,758      2,486,474   

資本剰余金合計   2,490,758 18.6     2,486,474 21.2 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  13,020      13,020   

２ 任意積立金           

(1) 別途積立金  500,000      500,000   

任意積立金合計  500,000      500,000   

３ 中間(当期)未処分 
  利益  1,902,783      1,307,393   

利益剰余金合計   2,415,803 18.0     1,820,413 15.5 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  1,780 0.0     3,587 0.0 

Ⅴ 自己株式   △380,966 △2.8     △507,955 △4.3 

資本合計   7,793,475 58.2  7,143,172 57.6  7,064,420 60.2 

負債・資本合計   13,375,016 100.0  12,404,553 100.0  11,743,771 100.0 
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② 中間損益計算書 

 

  
当中間会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 

(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   11,303,604 100.0  7,448,026 100.0  14,814,890 100.0 

Ⅱ 売上原価   7,593,038 67.2  4,858,952 65.2  9,857,290 66.5 

売上総利益   3,710,565 32.8  2,589,074 34.8  4,957,600 33.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   2,850,666 25.2  1,967,532 26.4  3,917,794 26.4 

営業利益   859,899 7.6  621,541 8.4  1,039,805 7.1 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  24,944   13,653   34,047   

２ 家賃収入  81,136   89,038   171,273   

３ その他  52,094 158,175 1.4 39,808 142,501 1.9 95,646 300,968 2.0 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  33,257   39,378   75,823   

２ ソフトウェア償却費  4,999   30,000   60,000   

３ 貸倒引当金繰入額  ―   ―   14,309   

４ その他  23,205 61,462 0.5 22,403 91,782 1.3 41,232 191,364 1.3 

経常利益   956,611 8.5  672,260 9.0  1,149,408 7.8 

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※１ 3,700   ―   605   

２ 投資有価証券 
売却益 

 284   25,000   25,000   

３ 貸倒引当金戻入益  2,943   16,145   25,609   

４ 保険解約返戻金  5,084   ―   ―   

５ 役員退職慰労 
引当金戻入益  ― 12,011 0.1 26,144 67,289 0.9 37,168 88,383 0.6 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却損 ※２ 2,857   3,196   6,172   

２ 投資有価証券売却損  3,225   ―   ―   

３ 投資有価証券評価損  48,574   73,446   360,251   

４ 解約違約金 ※３ 16,001   ―   ―   

５ 退職給付費用 ※４ ―   80,330   80,330   

６ 貸倒引当金繰入額 ※５ ―   ―   2,150   

７ 保険解約損  ― 70,659 0.6 ― 156,972 2.1 6,945 455,850 3.1 

税引前中間(当期) 
純利益 

  897,964 8.0  582,577 7.8  781,942 5.3 

法人税、住民税 
及び事業税  552,409   414,940   577,160   

法人税等調整額  △70,662 481,747 4.3 △78,673 336,267 4.5 △41,248 535,912 3.6 

中間(当期)純利益   416,217 3.7  246,310 3.3  246,029 1.7 

自己株式処分差損   46,938   ―   ―  

前期繰越利益   1,242,224   1,113,017   1,113,017  

分割による 
未処分利益受入額   291,280   ―   ―  

合併による 
未処理損失受入額   ―   ―   8,127  

中間配当額   ―   ―   43,526  

中間(当期)未処分 
利益 

  1,902,783   1,359,327   1,307,393  
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 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
当中間会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

１ 有価証券の評価基

準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会

社株式 

  移動平均法による原価

法 

(1) 子会社株式及び関連会

社株式 

  同左 

(1) 子会社株式及び関連会

社株式 

  同左 

 (2) その他の有価証券 

  時価のあるもの 

  中間会計期間末の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定) 

  なお、複合金融商品に

ついては、組込デリバテ

ィブを区別して測定する

ことができないため、全

体を時価評価し、評価差

額を損益に計上しており

ます。 

(2) その他の有価証券 

  時価のあるもの 

  中間会計期間末の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定) 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

   時価のないもの 

  移動平均法による原価

法 

  時価のないもの 

  同左 

  時価のないもの 

  同左 

２ デリバティブ等の

評価基準及び評価

方法 

 ―――――― 

 
デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

３ たな卸資産の評価

基準及び評価方法 

(1) 原材料・貯蔵品 

  先入先出法に基づく原

価法 

(2) ―――――― 

 

(1) 原材料・貯蔵品 

  同左 

 

(2) ―――――― 

(1) 原材料・貯蔵品 

  同左 

 

(2) 仕掛品 

  個別法に基づく原価法 
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項目 
当中間会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

４ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)につい

ては、定額法 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物 ２～56年

車両運搬具 ２～６年

工具器具備品 ３～19年
 

(1) 有形固定資産 

  同左 

 

 

 

 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物 ３～56年

車両運搬具 ２～６年

工具器具備品 ５～19年
 

(1) 有形固定資産 

  同左 

 

 

 

 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物 ３～56年

車両運搬具 ２～６年

工具器具備品 ３～19年
 

 (2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分)については、社内

における利用可能期間

(３～５年)に基づく定額

法 

(2) 無形固定資産 

  同左 

(2) 無形固定資産 

  同左 

５ 繰延資産の処理方

法 

(2) 新株発行費 

支出時に全額費用と

して処理 

(2) 社債発行差金 

商法の規定に基づく

償還期間で均等償却 

(1) 新株発行費 

  同左 

 

(2) 社債発行差金 

 同左 

(1) 新株発行費 

  同左 

 

(2) 社債発行差金 

同左 
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項目 
当中間会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の
貸倒に備えるため、一般

債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を検討
して回収不可能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

 (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備
えるため、将来の支給見

込額のうち当中間会計期

間の負担額を計上してお
ります。 

(2) 賞与引当金 

  同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備
えるため、将来の支給見

込額のうち当期の負担額

を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末におい
て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 
  数理計算上の差異につ

いては、発生時の会計年
度に一括して処理してお

ります。 

 

(3) 退職給付引当金 
  同左 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

(会計処理の変更) 

 退職給付債務は、従来
「退職給付会計に関する

実務指針」に定める簡便
法により算定しておりま

したが、当中間会計期間

から原則法に変更いたし
ました。 

 この変更は、当中間会
計期間より、各年齢層に

わたる従業員採用の増加

等にともない、従業員の
年齢や勤務期間の偏りが

解消され、退職給付債務
の数理計算に用いられる

基礎率の推定について一

定の有効性が確保された
結果、原則法による計算

の結果に一定の高い水準
の信頼性が得られるもの

と判断されたことにより

ます。 
 これに伴い、従来の方

法によった場合に比し、 
営業利益、経常利益はそ

れぞれ12,357千円減少

し、税引前中間純利益は
92,687千円減少しており

ます。 

(3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、

当期末において発生して
いると認められる額を計

上しております。 

  数理計算上の差異につ
いては、発生時の会計年

度に一括して処理してお
ります。 

(会計処理の変更) 

 退職給付債務は、従来
「退職給付会計に関する

実務指針」に定める簡便
法により算定しておりま

したが、当期から原則法

に変更いたしました。 
 この変更は、当期よ

り、各年齢層にわたる従
業員採用の増加等にとも

ない、従業員の年齢や勤

務時間の偏りが解消さ
れ、退職給付債務の数理

計算に用いられる基礎率
の推定について一定の有

効性が確保された結果、

原則法による計算の結果
に一定の高い水準の信頼

性が得られたものと判断
されたことによります。 

 これに伴い、従来の方

法によった場合に比し、
営業利益、経常利益はそ

れぞれ14,491千円減少
し、税引前当期純利益は

94,822千円減少しており

ます。 
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項目 
当中間会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

 (4) 役員退職慰労引当金 

  ―――――――― 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職により支給

する退職慰労金に充てる

ため、内規に基づく中間

期末要支給額相当額を計

上しております。 

 

(4) 役員退職慰労引当金 

  ―――――――― 

 

 

 

 

（追加情報） 

 従来、役員に対する退

職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末

要支給額相当額を計上し

ておりましたが、平成14

年９月24日の取締役会に

おいて、役員退職慰労金

制度の廃止を決定いたし

ました。この役員退職慰

労金制度の廃止に伴い、

前期末の役員退職慰労引

当金残高の当期未使用残

高37,168千円を取崩し、

特別利益に計上しており

ます。 

７ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引 

 通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によ

っております。 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引 

 同左 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引 

 同左 
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項目 
当中間会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

８ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

  また、金利スワップ取

引のうち、「金利スワッ

プの特例処理」（金融商

品に係る会計基準注解

(注14)）の対象となる取

引については、当該特例

処理を採用しておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

  同左 

 

① ヘッジ会計の方法 

  同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ会計を適用した

ヘッジ手段とヘッジ対象

は以下のとおりでありま

す。 

  ヘッジ手段 

   …金利スワップ 

  ヘッジ対象 

   …変動金利による 

借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  同左 

 ③ ヘッジ方針 

  金利変動リスクをヘッ

ジする目的で、金利スワ

ップ取引を行っておりま

す。 

  同取引は、社内規程に

基づき、所轄担当部署が

行っており、個々の契約

について内部監査担当者

が手続及び取引の妥当性

を検証しております。 

③ ヘッジ方針 

  同左 

③ ヘッジ方針 

  同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方

法 

  金利スワップ取引 

  ヘッジ対象及びヘッジ

手段については、毎決算

期末（中間期末を含む）

に個別取引毎のヘッジ効

果を検討しております

が、ヘッジ対象とヘッジ

手段について元本、利

率、期間等の重要な条件

が同一である場合には、

本検証を省略することと

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

  金利スワップ取引 

  同左 

④ ヘッジ有効性評価の方

法 

  金利スワップ取引 

  同左 

９ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式よって

おります。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

 同左 
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（表示方法の変更） 

 

項目 
当中間会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

有価証券   前中間期末の貸借対照表の流動資
産の「その他」に含めておりました
有価証券は、資産総額の100分の５
を超えたため、当期より区分掲記し
て表示することに変更いたしまし
た。 
 なお、前中間期末の流動資産の
「その他」に含まれる「有価証券」
は499,777千円であります。 

―――――――― 

保険積立金  前中間期末の貸借対照表の流動資
産の「その他」に含めておりました
保険積立金は、資産総額の100分の
５を超えたため、当期より区分掲記
して表示することに変更いたしまし
た。 
 なお、前中間期末の流動資産の
「その他」に含まれる「保険積立
金」は530,863千円であります。 

―――――――― 
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（追加情報） 

 

当中間会計期間 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

―――――――― ―――――――― （自己株式及び法定準備金取崩等

会計） 

 当期から「企業会計基準第１号 

自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（平成14年２

月21日 企業会計基準委員会）を

適用しております。 

 この変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。 

（貸借対照表） 

 前期まで独立項目として記載し

ておりました「資本準備金」は、

財務諸表等規則の改正により、当

期より「資本準備金」の内訳科目

として表示しております。 

 前期まで独立項目として記載お

りました「利益準備金」は財務諸

表等規則の改正により、当期より

「利益剰余金」の内訳科目として

表示しております。 

 前期まで「その他剰余金」の内

訳科目として表示しておりました

「任意積立金」は、財務諸表等規

則の改正により、当期より「利益

剰余金」の内訳科目として表示し

ております。 

 前期まで「その他剰余金」の内

訳科目として表示しておりました

「当期未処分利益」は財務諸表等

規則の改正により、当期より「利

益剰余金」の内訳科目として表示

しております。 

 



ファイル名:110_0749800501506.doc 更新日時:03/05/12 14:07 印刷日時:03/05/12 14:11 

― 59 ― 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

当中間会計期間末 
(平成15年３月31日) 

前中間会計期間末 
(平成14年３月31日) 

前事業年度末 
(平成14年９月30日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次

のとおりであります。 

建物 248,481千円 

土地 606,469 

計 854,950千円 

 

 

  担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金 1,440,000千円 

長期借入金 806,690 
(うち１年以内返 
済予定長期借入金

 
445,570) 

計 2,246,690千円 

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産は次のと

おりであります。 

現金及び預金 61,494千円

建物 367,220 

土地 2,343,411 

計 2,772,127千円

  

  担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金 705,000千円 

長期借入金 1,920,982 
(うち１年以内返 
済予定長期借入金

 
476,832) 

計 2,625,982千円 

  

 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次

のとおりであります。 

建物 359,585千円

土地 2,343,411 

計 2,702,997千円

 

 

  担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金 1,234,000千円 

長期借入金 1,674,442 
(うち１年以内返 
済予定長期借入金

 
460,584) 

計 2,908,442千円 

 

 

※２   ――――――― ※２ 投資有価証券には、平成14年

４月１日設立の株式会社フルキ

ャストセントラルに対する新株

払込金50,000千円が含まれてお

ります。 

※２   ――――――― 

３ 保証債務 

  関係会社の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っておりま

す。 

３ 保証債務 

  関係会社の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っておりま

す。 

 
３ 保証債務 

  関係会社の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っておりま

す。 

㈱フルキャスト 

 オフィスサポート 
33,328千円

㈱フルキャスト 

 テクノロジー 
118,802千円

 

㈱フルキャスト 
 レディ 

69,442千円

㈱フルキャスト 
 ウィズ 187,534千円

㈱フルキャスト 
 ファクトリー 200,000千円

  

㈱フルキャスト 

 レディ 
49,996千円

㈱フルキャスト 

 ウィズ 
155,368千円
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(中間損益計算書関係) 

 

当中間会計期間 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

※１ 固定定資産売却益の内容は、

次のとおりであります。 

車両運搬具 666千円

工具器具備品 3,033 

計 3,700千円

 

※２ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

工具器具備品 2,857千円 
 

※１   ――――――― 

 

 

 

 

 

※２ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

建物 160千円

工具器具備品 2,641 

ソフトウェア 393 

計 3,196千円
 

※１ 固定定資産売却益の内容は、

次のとおりであります。 

車両運搬具 605千円

 

 

 

※２ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

建物 2,461千円

車両運搬具 35 

工具器具備品 3,282 

ソフトウェア 393 

計 6,172千円

  

※３ 解約違約金は借入契約期間満

了前に一括返済したことによる

違約金であります。 

 

※３   ―――――――  ※３   ――――――― 

※４   ――――――― 

 

※４ 期首において、退職給付債務

につき、簡便法から原則法に変

更したことにより生じた差異で

あります。 

  

※４ 期首において、退職給付債務

につき、簡便法から原則法に変

更したことにより生じた差異で

あります。 

 

※５   ――――――― ※５   ――――――― ※５ ゴルフ会員権の評価損であり

ます。 

６ 減価償却実施額 

有形固定資産 52,789千円

無形固定資産 74,221千円

  

６ 減価償却実施額 

有形固定資産 38,769千円

無形固定資産 72,494千円
 

６ 減価償却実施額 

有形固定資産 86,913千円

無形固定資産 159,771千円
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(リース取引関係) 

 

当中間会計期間 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 
 取得 

価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

車輌 

運搬具 
4,376 851 3,525 

工具器 

具備品 
441,729 156,117 285,611 

ソフト 

ウェア 
17,652 2,455 15,196 

合計 463,758 159,423 304,334 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

  

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 
 取得 

価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

工具器 

具備品 
301,921 128,570 173,351 

ソフト 

ウェア 
756 333 423 

合計 302,677 128,903 173,774 

 

 

(注) 同左 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 
 取得 

価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
残高 
相当額 
(千円) 

車輌 

運搬具 
4,376 121 4,255 

工具器 

具備品 
282,312 123,693 158,618 

ソフト 

ウェア 
756 408 347 

合計 287,445 124,223 163,221 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子見込み法によ

り算定しております。 

  

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 91,090千円 

１年超 213,243 

合計 304,334千円 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

  

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 59,315千円 

１年超 114,458 

合計 173,774千円 

(注) 同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 60,177千円 

１年超 103,044 

合計 163,221千円 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 37,353千円

減価償却費相当額 37,353千円
 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 33,913千円

減価償却費相当額 33,913千円

  

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 65,048千円

減価償却費相当額 65,048千円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社

株式で時価のあるものはありません。 

 

 

(１株当り情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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(重要な後発事象) 

 

当中間会計期間 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

―――――――― １ 子会社の設立 

  当社は、連結子会社として㈱フ

ルキャストセントラルを平成14年

４月１日に設立いたしました。 

(1) 設立の目的 

  ファクトリ－事業（工場ライン

請負事業）において自動車業界向

け事業を拡充することを目的とし

ております。 

(2) 子会社の概要 

①商号 ㈱フルキャスト 

  セントラル 

②設立年月日 平成14年４月１日

③本店所在地 東京都渋谷区神南

 １丁目19番10号 

④代表者 代表取締役社長 

 丹澤 昭二 

⑤資本金 90,000千円 

⑥大株主 ㈱フルキャスト 

 
セントラル 

自動車㈱ 

 大昌工業㈱ 

(3) 事業の内容 

 ①自動車車体及び同部分品の製造

の請負 

 ②文書作成の請負、計算事務の請

負コンピュ－タシステムによる

デ－タ入力及びそれに伴う事務

処理の請負 

 ③型、治具、計測器の製造の請負 

 ④一般労働者派遣事業 

 ⑤特定労働者派遣事業 

 ⑥企業の業務研修及び技術研修の

企画並びに請負 

(4) 当社との資本関係、人的関係、

取引関係等の概要 

 ①資本関係 

  資本金の内、当社は50,000千円

を出資いたしました。 

 ②人的関係 

  当社常務取締役、丹澤昭二が、

代表取締役社長として就任いた

しました。 

 ③取引関係 

  特にありません。 

 
 

１ 会社分割による子会社の営業の

一部承継 

  当社は、平成14年７月15日開催

の取締役会において、連結子会

社の営業の一部を承継すること

を決議し、平成14年10月１日に

当社の連結子会社であります株

式会社フルキャストレディの営

業の一部を会社分割により承継

いたしました。 

(1) 会社分割の目的 

  類似事業を集約し、経営効率化

を図るとともに、短期業務請負事

業の基盤をより強固にし、当該事

業の拡大を図るためであります。 

(2) 分割期日 

  平成14年10月１日 

(3) 分割方式 

  当社を承継会社とし、株式会社

フルキャストレディを分割会社と

する分割型分割方式であります。 

(4) 承継する事業部門の内容 

  承継される事業部門は、物流

系、倉庫内作業系、清掃系、イベ

ント系を対象に顧客企業の繁忙期

や業務量の増減に合わせて「必要

な場合に短期的に業務を請け負

う」短期業務請負業であります。 

(5) 分割による新株の割当 

  当社は、株式会社フルキャスト

レディの発行済株式の全部を所-

有しているため、分割に際して新

株の発行は行いません。 

(6) 分割による増加資本等 

  分割により資本金及び資本剰余

金の額は増加いたしません。 

(7) 分割による承継財産 

  当社が、株式会社フルキャスト

レディから承継した資産・負債は

以下のとおりであります。 

(単位：千円) 

科 目 金額 科 目 金額 

流動資産 442,105 流動負債 169,999 

有形固定

資産 
11,269 固定負債 7,556 

無形固定

資産 
2,487 負債合計 177,556 

投資その

他の資産 
34,966   

資産合計 490,828 
差引正味

資産 
313,272 
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当中間会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

  

 

 

 

 

 

 

 

２ 子会社との合併 

  当社は、連結子会社である㈱フ

ルキャストインキュベ－ションを

平成14年４月15日をもって吸収合

併いたしました。 

(1) 合併の目的 

  当社は、短期業務請負を行う会

社であり、グル－プとして総合的

に、人材サ－ビス及び業務請負を

コア事業としております。 

  ㈱フルキャストインキュベ－シ

ョンにおきましては、当社がサポ

－トする起業意欲が旺盛で有能な

人材の独立、創業を支援する投

資、コンサルティング事業を行っ

てきましたが、同社を吸収合併す

ることにより管理コストを削減

し、グル－プの経営資源をコア事

業に集中させて事業推進したいと

考えます。 

(2) 合併方式 

  ㈱フルキャストを存続会社とす

る吸収合併方式で、㈱フルキャス

トインキュベ－ションは解散しま

す。本合併は、商法第413条の３

に定める簡易合併であります。 

(3) 資本金の増加 

  資本金の増加はありません。 

(4) 合併期日 

  平成14年４月15日 

(8) 会社分割後の株式会社フルキャ
ストレディの状況 

  平成14年10月１日に商号は株式

会社フルキャストオフィスサポー
トに変更になりました。なお、事

業内容、本店所在地、代表者、資
本金及び決算期は変更ありませ

ん。 

 
２ 新株予約権について 

  当社は、平成14年11月18日開催
の取締役会において、商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づき、当社、当社の子会社及び
関連会社の取締役、監査役及び従

業員に対し新株予約権を発行する
ことを決議いたしました。なお、

当件は、平成14年12月20日開催の

定時株主総会において、承認され
ております。 

(新株予約権の内容) 

(1) 株式の種類 普通株式 

(2) 株式の数 1,200株(上限) 

(3) 新株予約権
の総数 1,200個 

(4) 新株予約権
の発行価格 

無償 

(5) １株当たりの払込金額 
  新株予約権発行日の属する月の
前月の各日（取引が成立しない日
を除く）のＪＡＳＤＡＱ市場にお
ける当社普通株式の普通取引の終
値の平均値に1.03を乗じた金額
（１円未満の端数は切り上げ）と
いたします。ただし、当該金額が
新株予約権発行日の終値（当日に
終値がない場合は、それに先立つ
直近日の終値）を下回る場合は、
新株予約権発行日の終値といたし
ます。 

(6) 新株予約権の行使期間 
  新株予約権発行日から５年を経
過するまでの範囲内で、当社取締
役会において決定いたします。 

(7) 新株予約権の行使の条件 
①新株予約権者は、新株予約権
の行使時において、当社また
は当社の子会社及び関連会社
の取締役、監査役または従業
員であることを要します。 

②任期満了による退任、定年退
職その他正当な理由による場
合はこの限りでないことと
し、その詳細は④に規定する
新株予約権割当契約に定める
条件によります。 
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当中間会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日) 

  ③新株予約権者が死亡した場合

は、相続人がこれを行使でき

るものといたします。ただ

し、④に規定する新株予約権

割当契約に定める条件により

ます。 

④その他の条件は、第10期定時

株主総会及び取締役会決議に

基づき、当社と対象者との間

で締結する新株予約権割当契

約に定めるところによりま

す。 

(8) 新株予約権の譲渡制限 

  新株予約権の譲渡については、

取締役会の承認を要することとい

たします。 

 


